
…般社側法人大分県溶接協会定款

第 1章 総 則

(名称 )

第 1条 当法人は、一般社剛法人大分県溶接脇会と称し、英語名では、Oita Welding EngincG

ring SOciety(l‖ 各称 併 WES)と 表示 す る。

(事務所)

第 2条  当法人は、主たる事務所を大分市に置く。
2 当法人は、理学会の決議によつて、従たる事務所を必要な場所に設置することができ
る。

(図 的及び事業 )

第 3条 当法人は、溶接に関する事業を行い、溶接技術及び技能の 1的 _L並びに普及を図ること
を国的とし、その目的を達成するため、次の事業を行う。

1.溶撲技術者及び溶接技能者の教育
2.溶按技術の相談、指導及び調査研究
3.講演会、講習会、研究会、懇談会、及び見学会等の開催
4.一般社団法人日本溶按脇会からの受託業務
5,浴接技術競技会等の実施
6.溶接関係図書、出版物の配布又は懐布
7.他都道府県溶接脇会との連携
8,関係官公庁及び関係団体等との連絡、提携
9,その他、協会の日的を達成するために必要な事業

(公告の方法)

第 4条  当法人の公告は、電子公告により行う。
2 事故その他やむを得ない事曲によつて前項の電子公告をすることができない場合は、
当法人の主たる事務所の公衆の見えやすい場所に掲示する方法により行う。

(機関の設置)

第 5条 当法人は、社長総会及び理事のほか、理事会及び監寧を置く。

第 2章 会 員

(種別 )

第 6条 当法人の会員は、次の 3種とし、■会員をもつて、一般社岡法人及び一般財岡法人に

関する法律 (以下 「一般法人法」という。)にの社員とする。



(1)正会敏
(2)賛助会員

当法人の日的に賛日して入会した佃人又は団体

当法人の円的に賛同じその事業に脇力しようとするため入会した個人又

は団体

当法人に功労のあつた者又は学識経験者で社熱総会において推薦された

者

(3)名 誉会員

(入会)

第 7条 ■会員又は賛助会員として入会しようとする者は、理事会の決議を経て別に定める入
会中込書により、理事長に中し,△まなければならない。

2 入会は、理学会においてその可否を決定し、理事長が本人に通知する。
3 法人又は団体たる会員にあつては、法人又は団体の代表者としてその権利を行使する
1人の者 (以下

「
会熱代表者」という。)を定め、理事長に屈け出なければならない。

4 会員代表者を変更した場合は、速やかに別に定める変更届を熙事長へ提出しなければ
ならない。

(入会金及び会費)

第 8条 I会員は、社員総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。
2 賛助会員は、社員総会において別に定める賛助会費を納入しなければならない。

(余剰企の分配を行わない定め)

第 9条  当法人は、余乗J金の分配を行 うことができない。

(任意選会 )

第 10条 会長は、理事会において別に定める選会だlを提脱tすることにより、任意にいつでも
選会することができる。

(除名 )

第 11条 会員が次のいずれかに該当するに至ったときは、社員総会の特別決議によつて当該
会員を除名することができる。

(1)当法人の定款、規則又は社員総会の議決に違反 したとき

(2)当法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき

(3)その他除名すべき正当な事曲があるとき

(会員の資格喪失)

第 12条 前 2条の場合のほか、会員は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その資格
を喪失する。

(1)正会員のすべてが同意したとき

(2)後見 Fテ穏始又は保佐開始の審判を受けたとき
(3)死亡し、若しくは失昧宣告を受け、又は会員である団体が解散 したとき

(4)会費の納入が継統 して 1年以 になされなかつたとき
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(会員資格喪失に伴う権利及び義務)

第 13条 会員が前 8条の規定によりその資格を喪失した時は、当法人に対する会員としての
権利を失い、義務を免れる。■会員については、 …般法人法上の社員としての地位を
失う。ただし、米嬢行の義務は、これを免れることはできない。

2 当法人は、会員がその資格を喪失しても、既納の入会金、会費及びその他の拠出金
品は、これを返還しない。

(社員名簿)

第 14条  当法人は、社長の氏名又は率I称及び住所を記載 した社員名簿を作成する。

第 3章 社員総会

(社員総会)

第 15条 当法人の社長総会は、定時社員総会及び臨時社員総会の 2種とする。

(開僻地 )

第 16条  社員総会は、主たる事務所の所在地において開僻する。

(構成)

第 17条 社員総会は、正会員をもつて構成する。

(椎限)

第 18条

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

社員総会は次の事項を議決する。

入会の基準並びに会費及び入会金の金額

会員の除名

役員の選任及び解任

役員の報西丼|の額又はその規定

各事業年度の決算報告

定款の変更

長期待入金並びに重要な財産の処分及び諫 り受け

角平君交

合併、事業の全部又は事業の重要な一部の譲渡

理事会において社員総会に付議 した事項

前各号に定めるもののほか、 本般法人法に規定する事項及びこの定款に定める事項

定時社員総会は、毎年 1回、毎事業年度の終了後 8カ プ1以内に開催する。

臨時社員総会は、必要に応 じて開僻する。

(開催 )

第 19条
2



(招集 )

第 20条

2

社員総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき、理事長

が招集する。ただし、すべての■会員の同意がある場合には、書 lれ i又は電子的方法に

よる議決権の行使を認める場合を除き、その招集手続を省略することができる。

総止会員の議決権 10分の 1以 Lを狛・する
「

会員は、理事長に対し、社員総会の薗

的である事項及び招集の理由を示して、社員総会招集の請求をすることができる。

(議長)

第 21条 社員総会の議長は、理事長がこれに肖たる。理事長に事故があるときは、当該社員

総会において、出席したI会員の中から議員を選出する。

(決議の方法)

第 22条 社員総会の決議は、法令又は定款に別段の定めがある場合を除き、総正会長の議決
権の 3分の 1以 にを有するI会風が出席 し、出席 した当該社会員の議決権の過半数を

もつてこれを行う。

2 前項の規定にかかわらず、次の決議は、総I会員の半数以 rであって、総I会員の

議決権の 3分の 2以 Lに当たる多数をもつて行う。

(1)会員の除 1々

(2)胎事の解任
(3)定款の変更

(4)解散

(5)公益目的を行 うために不可欠な特定の財産の処分

(6)その他法令で定められた事項

(代理 )

第 23条 社員総会に出席できない■会員は、他の正会員を代理人として議決権の行使を委任

することができるcこ の場合において当該正会員又は代理人は、代理権を証明する書

類を判法人に提出しなければならない。

(決議、報告の省 lll各 )

第 24条 理事又はF会員が、社員総会の回的である事項について提案をした場合において、
その提案について、■会員の企員が菩耐又は電磁的記録により同意の意思表示をした

ときは、その提案を可決する脅の社員総会の決議があつたものとみなす。

2 理事が正会熱の企員に対して社員総会に報告すべき事項を通欠11した場合において、
その事Щを社員総会に報告することを要しないことについて、正会員の企員が書面i又

は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その事項の社員総会への報告があ

つたものとみなす。

(議決権 )
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第 25条 社員総会における議決権は、下会員 1名 につき 11古lと する。

(議事録 )

第 26条 社員総会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作成する。
2 議長は、前瑛の議事録に記第押印する。

第 4章 役員等

(役員の設置)

第 27条  湖法人に、次の役員を置く。
(1)理事  8名 以 上20イ刊以下
(2)監事  3ネI以内
(3)理事のうち 1第 を代表理事とする
(4)代表理事を理事長とし、理事のうち 2牢lを品1理事長、 1才lを専務理事、 1名 を常務
理事とすることができる

(選任)

第 28条

2

3

理事及び監事は、社員総会の決議によつて正会員の中から選任する。ただし、必要

があるときは正会員以外の者から選任することを妨げない。

梨事長、出1理事長、専務理事、常務理事は、囃事会の決議によつて理事の中から選

定する。

監事は、当法人の理事もしくは使 lll人を兼ねることができない。

(理事の職務及び権限)

第 29条 理事長は、当法人を代表し、その業務を統括する。
2 角ill理事長は理事長を補佐 し、専務理事は当法人の業務を執行する。
3 常務理事は専務理事の業務を補佐する。
4 理事長、副理事長、専務理事、常務理事は、毎事業年度ごとに 4ヶ 月を越える間隔
で年 2国以 に、白己の職務の執行の状況を理事会に報告する。

(監事の職務及び権限)

第 30条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令の定めるところにより、監杏報告を作成
サ
‐
る。

2 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、当法人の業務及び財産
の状況の調査をすることができる。

(役員の任期 )

第 31条 理事の任期は、選任後 2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

社員総会の終結の時までとする。



2 監事のlT:期 は、選任後 2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員
総会の終結の時までとする。

3 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。
4 第 27条で定める理事若しくは略事の員数が欠けた場合には、任期の満 了又は辞441こ よ
り選任 した理事又は監事は、新たに選任されたなが就任するまで、なお理事又は監事 とし

ての権利義務を有する。

(役員の解任)

第 32条 理事及び陥事は、社員総会の決議によつて解任することができる。ただし、監事を
解任する決議は、総正会員の半数以上であつて、総正会員の議決権の 3分の 2以 上に当た

る多数をもつて行わなければならない。

(役員の報酬等)

第 33条 役員の報酬は、無報酬とする。ただし社員総会の決議を得て、報酬を文給すること
ができる。

(取引の制限)

第 34条 理事は、次に掲げる取引をしようとする場合には、理事会において、その取引につ
いてm要な事実を開示し、その承認を受けなければならない。

(1)自 己又は第二者のためにする当法人の事業の部類に属する取り|

(2)自 己又は第二者のためにする当法人との取引

(3)当法人がその理事の使務を保証することその他その理事以外の者との間における当

法人とその理事との利益が相反する取引

2 前項の取引をした熙事は、その取引後、避滞なく、その取引についての爺要な事実を理
事会に報告 しなければならない。

第 5常 理市・会

(構成 )

第 35条
2

当法人に理学会を世く。

,早_事会は、企ての理事をもつて構成する。

理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の職務を行 う。

業務執行の決定

理事の職務の執行の監督

理事長、脚↓理事長、専務理事及び常務理事の選定及び解職

社員総会の開催の口時及び場所並びに和i員総会の目的である事項の決定

規則の制定、変更及び廃止

(権限)

第 36条

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)



2 理事会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を理事に委任することができ

ない。

(1)重要な財産の処分及び験受け

(2)多額の借財

(3)重要な使用人の選任及び解任
(4)従たる事務所その他重要な組織の設置、変更及び廃止

(5)理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当法
人の業務ダ)適 Tを確保するために必要なものとして法令で定める体制の整備

(種類及び開緯 )

第 37条 理学会は、通常理事会及び臨時理事会の 2種とする。
2 通常理事会は、毎年 21口 l開催する。
3 臨H+理事会は、次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。
(1)理事長が芝、要と認めたとき。
(2)理事長以外の理寧から会議の日的である事項を記載 した菩耐をもつて招集の請求が

あつたとき。

(3)前号の諦求があった日から5口 以内に、その紺求があつた日から2週 F‖月以lttlの 口を

囃事会の日とする理事会¢)招集の通知が発せられない場合に、その請求をした理事が

招集したとき。

(4)監事から、一般法人法第 100条 に規定する場合において必要があると認めて、囃
事長に招集の請求があつたとき。

(5)前■の請求があつた日から5日 以内に、その講求のあった日から2週間以内の口を

理事会の日とする理事会の招集の過知が発せられない場合に、その請求をした監事が

招集 したとき。

(招集)

第 38条 理事会は、理事長が招集する。ただし、前条第 3項第 3号により理事が招集する場
合及び岡項第 5号により監寧が招集する場合は、この限りでない。

2 理事民は、前条第 3項第 2号又は第4考の請求があつた場合は、その請求があつた日か

ら5日 以内に、請求の口から2週間以内の四を理事会の日とする臨時理事会を招集しなけ

ればならない。

3 理事及び略事の企員のllil慧があるときは、招集の手続を経ることなく理事会を開催する
ことができる。

(議長)

第 39条 理事会の議員は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事長がこれに当たる。

(決議 )

第 40条 理学会の決議は、この定款に別段の定めがある場合を除き、議決に加わることがで

きる理事の過半数が出席 し、その過半数をもつて行う。



2 決議について特別の利筈関係を有する翠事は、議決に加わることができない。

(決議の省 ll希 )

第 41条 理蓼が理事会の決議の榊的である事項について提案 した場合において、その提案に
ついて、議決に加わることができる理事の全員が善面又は電磁的記録により同意の意思表

示をしたときは、その提案を可決する旨の理学会の決議があつたものとみなす。ただし、

略事が異議を述べたときは、この限りでない。

(報告の省略)

第 42条 理事及び監事が理事及び監事の企員に対して理事会に報告すべき事項を通知 した場
合においては、その事項を理事会に報告することを要しない。ただし、一般法人法第 91

条第 2項の規定による報告については、この限りでない。

(議事録 )

第 43条
2

理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成する。

当会理事会にlll席 した理事長及び監事は、前項の議事録に祀名押印する。

第 6章 資産及び会計

(基本財産)

第 44条 当法人の財産は、次に掲げるものをもつて構成する。
(1)入会金及び会費、賛助会費
(2)寄付金品

(3)財産から生ずる収入

(4)その他の収入

(財産の管理 )

第45条 当法人の財産は、理事長が管理し、その方法は、理事会の議決を経て、理事長が別
イこ定める。

(経費の支弁)

第46条 当法人の経費は、財産をもつて支弁する。

(事業年度)

第47条 当法人の事業年度は、毎年4月 1日 から翌年 3月 31日 までの年 1期 とする。

(事業計 llttli及び収支予算)

第48条  当法人の事業計画書、収支予算書並びに資金調達及び設備投資の見込みを記載した

書類については、毎事業年度開始の日の前日までに、理事長が作成し、囃事会の承認を受



けなければならない。これを変更する場合も、同様とする。

2 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え織き、
一般の問覧に供するものとする。

(事業報告及び決算)

第 49条 囁法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次の書類を作
成し、監事の監査を受けた にで、理学会の承認を受けなければならない。

(1)事業報告
(2)事業報告の附属明細書
(3)貸借対照表
(4)襖益計傑書 (I味財産鞘減剖・算書 )
(5)貸待対RR表及び横益計算書 (r味財産増減計算書)の附属明細書

(6)財陸日録
2 前瑛の承認を受けた書類のうち、第 1号、第 3号、第 4号及び第 6号の書類について
は、定H寺社員総会に報告するものとする。

3 第 1瑛の書類のほか、次の書類を主たる事務所に 5年間榊え置き、 一般の開覧に供する
とともに、定款及び社員ネ簿を主たる事務所に構え繊き、 “般の閲覧に供するものとす
る。

(1)監査報告
(2)会計監査報告

(3)理事及び監事のイ引簿

(乗1余金の不分配 )

第 50条  当法人は、乗1余金の分配を行わない。

第 7章 定款の変更、合併及び解散等

(定款の変更)

第 51条  この定款は、社員総会において、総正会員の半数以 上であつて、総I会長の議決権
の 3分の 2以 上に当たる多数をもつて決議することにより変更することができる。

2 当法人が公益社団法人及び公益財岡法人の認定等に関する法律の規定に基づく公益

認定を受けた場合において、前項の変更を行つたときは、遅滞なく行政府に癌け出な

ければならない。

(角早式決)

第 52条 当法人は、一般法人法第 148条 第 4サから第 7号までに規定する事曲によるほ

か、社員総会において、総正会員の半数以上であつて、総正会員の議決権の 3分の 2

以 Lに当たる多数をもつて決議することにより解散することができる。



(残余財達の帰属)

第 53条 当法人が清算をする場合において有する残余財産は、社員総会の決議を経て、公益
社岡法人及び公益財岡法人の認定等に関する法律第 5条第 17号に掲げる法人又は国
翡しくは地方公共団体に購与するものとする。

第 8章 委員会

(委員会)

第 54条  当法人の事業を推進するために必要があるときは、理事会は、その決議により、委
員会を設繊することができる。

2 委員会の委員は、会崇及び学識経験者の中から、理事会が選任する。
3 委員会の任務、構成及び運営に関する必要な事項は、理事会の決議により別に定め
る。

第 9章 事務局

(事務周 )

第 55条
2

当法人の事務を処理するため、事務局を設置する。

事務局には、事務局長及び所要の職熱を置く。

第 10革 情報公開及び個人情報の保護

(情報公開)

第 56条 当法人は、公正で開かれた活動を椎避するため、その活動状況、運営内容、財務資
料等を積極的に公開するものとする。

(4剖 人情報の保護)

第 57条 当法人は、業務 上知Iり 得たイlttl人情報の保護に万企を期するものとする。

第 11章  附 則

(委任 )

第 58条 この定款に定めるもののほか、当法人の運営に必要な事項は、理学会の議決により
別に定める。

(特別の利益の禁止)

第 59条 当法人は、当法人に財産の購与若 しくは、選賠する者、当法人の役員若しくはI会
員又はこれらの親族等に対

・し、施設の利 lll、 金銭の貸 し付け、財産の譲渡、給与の文

給、役員などの選任その他財産の運州及び事業の運営に対し特別の利益を与えること
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ができない。

(裁初の事業年度 )

第 60条  璃法人の設立初年度の事業年度は、当法人の成立の日から金和 7年 3月 31_日 まで
とする。

(設立時の役員等)

第 6J条  肖法人の設立時理事、設 イヽ時代表理事及び設立時監事は、次に掲げる者とする。
設立時理事 河合,1`夫
設立時理事 石丸善男
設立時理事 渡辺康志
設立時代表理事 河今井К夫
設立時監事 足立i再浩

(設立時社長の氏″l又は名称及び住所 )

第 62条 設立時社員の氏寡I又は名称及び住所は、次のとおりである。
lH∫合邦夫  大分市大学片島 6番地の 38
石丸韓男  大分 H`デ明野市 …丁国18番 25-21号
渡辺康志  大分味別府市石垣げti三丁爛5番 11号
足

“

高治  大分市大越‖r二丁田7番 11号

(法令の準狸)

第 63条  この定款に定めのない事項は、企て一般法人法その他の法令に従う。

以 上、 一般社剛法人大分県溶接脇会の設立のため、設立時社員河合邦夫ほか 3穿Iの定款作成
代理人司法菩士法人ななせ総合事務所社員萩原誠至は、電磁的記録であるこの定款を作成し、

これに電子磐名する。

令和 6年 1月 22日

設立時社員

設立時社員

設立時相i員

設立時社員

上記設立時社員の定款作成代理人

大分市狩揚町 6番 16号

司法書士法人ななせ総合事務所

社員 萩 原 誠 至

夫

男

志

浩

邦

善

康

高

今

丸

辺

▼

河

石

渡

足
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請求対象の登簿管理番号

請求対象の文書種別

請求対象の認証日

請求対象の処理公証人

所属法務局

公証役場

同 一 情

提供の日付 :

公証人 :

所属法務局 :

公証役場 :

報 の 提 供

2024年 2月 9日

32010009中 垣 治 夫

大分地方法務局

大分公証人合同役場

大分市城崎町2-1-9

24-3201000902002099

電磁的記録の認証

2024年 2月 9日

32010009中 垣 治 夫

大分地方法務局

大分公証人合同役場

大分市城崎町2-1-9

認  証  文

これは、保存された電磁的記録に記録された情報と同一である
ことを証明する。
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